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《研究ノート》
中国の計画経済時代における対外経済
―閉鎖経済下の自力更生，貿易，国際援助，インバウンドについて―
滕　　　　　鑑
はじめに
　1976年の夏，北京市の故宮と中南海に挟まれた小さな町「北長街」の住民達と外国人の間で揉め事が起
きた。その１週間前の７月28日に北京から東150キロにある河北省唐山市付近を震源としたＭ7.5の大地震
（唐山地震）が発生し，北京市も大きな被害を受けた。槐に覆われる街路を埋め尽した粗末な仮設テント
や路頭に迷う老若男女の窮状を外国人が撮影したが，それに住民が激怒し，フィルムの提出を強要したこ
とが原因である。こうした騒動は1970年代の中国では決して珍しい出来事ではなかった。国民はいわゆる
「社会主義の優越性」を疑い始めていたとしても，国の恥を外国にさらすことに対して誰一人賛成する者
はなかったからである。時の政府も，24万人の死者を出した巨大災害にもかかわらず，外国からの援助の
申し出を一切断り，「自力更生」の精神を武器に復興してみせるとあくまでも強気であった。
　1949年の建国から1970年代までの社会主義計画経済時代の中国は，世界との間の物や人の往来がほぼ停
滞している閉鎖経済の状態に置かれていた。貿易活動や外国為替が国家により独占的に管理されていたた
め，経済における貿易の重要性（貿易依存度）は低かった。アメリカなどの対中封鎖に加え，イデオロギー
を巡る中ソ対立により，1960年にソ連からの対中援助が突如終止符を打たれ，窮地に陥った。そのような
辛酸をなめさせられた中国は，自力更生政策を掲げて外国からの援助や融資などに強い拒絶反応を見せる
ようになった。そして，「既無内債，又無外債」（対内債務もなければ，対外債務もない）というのが社会
主義を礼賛するメディアの決まり文句となった。こうして長期にわたる閉鎖経済のなかで独自の商取引慣
行，価格体系，物流体系，思考様式などのシステムが形成された。
　他方，閉鎖経済において中国は，イデオロギー重視の基本原則と外交戦略の制約を受けながら，独自の
対外経済を細々と展開していた。自力更生政策を掲げるものの，２度にわたって外国プラントの輸入ラッ
シュを引き起こしている。また，1950年代にソ連などから援助を受けていた被援助国である中国は，既存
概念を覆すように，同じ時期から唇亡びて歯寒しという関係にある近隣の社会主義国へ物資提供による対
外援助を始めている。さらに海外旅行に関しても，公務以外の中国人の出国（アウトバウンド）を禁止し
ながら，外貨を稼ぐために外国人の入国（インバウンド）を渇望するなど，中国的な特徴を示していた。
　本稿の目的は，1949年の建国後から1970年代までの閉鎖経済において中国における対外経済の展開と要
因，及びその特徴を整理することにある。以下で，まず経済建設と対外関係の基本方針とされた自力更生
政策の形成要因を分析する（１節）。次に貿易の国家による独占的管理，貿易構造の特徴を明らかにする（２
節）。また，国際援助について，ソ連などの社会主義国による対中援助と，中国による対外援助の実態と
要因を解明する（３節）。そして，インバウンドに偏った国際的な旅行に関する展開過程を明らかにする（４
節）。以上の議論を踏まえて，最後に中国の閉鎖経済における対外経済の特徴と問題点をまとめる（５節）。
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１　自力更生政策
１－１　自力更生とは
　社会主義計画経済時代における中国では「自力更生」が経済建設と対外関係の基本政策とされていた。
自力更生とは，自国の力で社会主義国の建設と経済発展を遂行することである。他方，外国との関係につ
いては，「自力更生為主，争取外援為輔」（自力更生を主とし，足りないところを外国援助の獲得で補う）
の方針も掲げられていた。つまりひたすら自国の力のみを強調するのではなく，外国の援助も必要とされ
た。毛沢東は「自力更生を主，外国の援助を従としながら，迷信を捨て，工業，農業，技術革命，文化革
命を独立自主的に進め，奴隷思想を打倒，教条主義を放棄し，外国の成功経験を真剣に学ぶと同時に，戒
めとして外国の失敗経験も学ぶべきであり，これこそがわれわれの路線だ」と述べた（毛［1958］）。要す
るに，自力更生と外国の援助の関係は主従関係でしかない。
　自力更生の淵源は抗日戦争中の1940年代前半における延安時代にまで遡る。1930年代末から1940年代初
めの時期，共産党の支配地域（辺区，抗日根拠地，解放区などとも言う）は国民党の軍事的，経済的封鎖
と，日本軍の掃討作戦で深刻な経済危機に陥っていた。当時極度の物資不足，財政難を背景に，共産党は
陝西省の延安市を中心に陝甘寧辺区（陝西省北部，甘粛省及び寧夏省東部地域）において「自己動手」（自
らの労働で），「自力更生」（自らの力で生活改善）を掲げて，「大生産運動」（大規模な生産自給運動）を
展開し，地域内における自給体制を確立した。その軍事的，経済的封鎖という特殊な延安時代に形成され
た自力更生の思想と大生産運動の経験は後の共産党の政策，方針に大きな影響を与えた。1945年１月に毛
沢東は，「われわれは自力更生を主張する。われわれは外部からの援助を望むが，それに依存してはならず，
自らの努力と，軍民全体の創造力に頼る」と指摘した（毛［1945a］）。さらに，同年８月には，延安の幹
部会議で「われわれの方針は，なにを根底とすべきか。自らの力を根底とすべきで，これを自力更生と言
う」と自力更生を政治方針として示した（毛［1945b］）。
　1949年の建国以後，自力更生という政策が形成されるうえで決定的に重要だったのが，まず冷戦構造下
の東西二大陣営の対立，アメリカの対中封鎖，中ソ対立という国際政治環境であった。厳しい国際環境の
なかで中国の対外関係は，イデオロギー重視の基本原則を貫き，「一辺倒」（1950年代における対ソ連など
の社会主義陣営依存），「二つの拳」（1960年代における反米・反ソという二つの勢力への対抗），「一条線」
（1970年代における反ソ連覇権主義の国際統一戦線）と言った変遷を経験した。このような国際環境や外
交政策の影響を受けて，閉鎖的な対外経済関係が形成されたため，経済建設においては自力更生政策を打
ち出し，自国の資金，資源，技術だけで国を発展させようとした（図表１）。次に，自力更生政策の形成
要因を国際的，及び国内的側面の両面から見てみよう。
１－２　政策形成の国際的要因
アメリカの対中封鎖と「自力更生」棚上げ
　1949年の建国後，中国は直ちにアメリカによる封鎖に直面することとなった。戦後西側の対共産圏封
鎖政策として1949年にアメリカの主導でココム（COCOM：Coordinating Committee for Multilateral Export 
Controls）が設立され，ソ連，東欧の社会主義国への軍事技術，戦略物資の輸出規制（または禁輸）が行
われた。1950年の朝鮮戦争勃発後，中国の軍事的介入に激怒したアメリカは，米国内に居住する中国人の
資産凍結，中国企業との取引禁止に踏み切った。また，ココムの対象国に中国を追加させ，さらに1952年
６月に発足した対中国版のココムとも言うべきチンコム（CHINCOM：China Committee）で，対共産圏禁
輸リスト（ココム・リスト）より厳しい内容を盛り込んだ対中国特別禁輸リスト（チンコム・リスト）を
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１　自力更生政策
１－１　自力更生とは
　社会主義計画経済時代における中国では「自力更生」が経済建設と対外関係の基本政策とされていた。
自力更生とは，自国の力で社会主義国の建設と経済発展を遂行することである。他方，外国との関係につ
いては，「自力更生為主，争取外援為輔」（自力更生を主とし，足りないところを外国援助の獲得で補う）
の方針も掲げられていた。つまりひたすら自国の力のみを強調するのではなく，外国の援助も必要とされ
た。毛沢東は「自力更生を主，外国の援助を従としながら，迷信を捨て，工業，農業，技術革命，文化革
命を独立自主的に進め，奴隷思想を打倒，教条主義を放棄し，外国の成功経験を真剣に学ぶと同時に，戒
めとして外国の失敗経験も学ぶべきであり，これこそがわれわれの路線だ」と述べた（毛［1958］）。要す
るに，自力更生と外国の援助の関係は主従関係でしかない。
　自力更生の淵源は抗日戦争中の1940年代前半における延安時代にまで遡る。1930年代末から1940年代初
めの時期，共産党の支配地域（辺区，抗日根拠地，解放区などとも言う）は国民党の軍事的，経済的封鎖
と，日本軍の掃討作戦で深刻な経済危機に陥っていた。当時極度の物資不足，財政難を背景に，共産党は
陝西省の延安市を中心に陝甘寧辺区（陝西省北部，甘粛省及び寧夏省東部地域）において「自己動手」（自
らの労働で），「自力更生」（自らの力で生活改善）を掲げて，「大生産運動」（大規模な生産自給運動）を
展開し，地域内における自給体制を確立した。その軍事的，経済的封鎖という特殊な延安時代に形成され
た自力更生の思想と大生産運動の経験は後の共産党の政策，方針に大きな影響を与えた。1945年１月に毛
沢東は，「われわれは自力更生を主張する。われわれは外部からの援助を望むが，それに依存してはならず，
自らの努力と，軍民全体の創造力に頼る」と指摘した（毛［1945a］）。さらに，同年８月には，延安の幹
部会議で「われわれの方針は，なにを根底とすべきか。自らの力を根底とすべきで，これを自力更生と言
う」と自力更生を政治方針として示した（毛［1945b］）。
　1949年の建国以後，自力更生という政策が形成されるうえで決定的に重要だったのが，まず冷戦構造下
の東西二大陣営の対立，アメリカの対中封鎖，中ソ対立という国際政治環境であった。厳しい国際環境の
なかで中国の対外関係は，イデオロギー重視の基本原則を貫き，「一辺倒」（1950年代における対ソ連など
の社会主義陣営依存），「二つの拳」（1960年代における反米・反ソという二つの勢力への対抗），「一条線」
（1970年代における反ソ連覇権主義の国際統一戦線）と言った変遷を経験した。このような国際環境や外
交政策の影響を受けて，閉鎖的な対外経済関係が形成されたため，経済建設においては自力更生政策を打
ち出し，自国の資金，資源，技術だけで国を発展させようとした（図表１）。次に，自力更生政策の形成
要因を国際的，及び国内的側面の両面から見てみよう。
１－２　政策形成の国際的要因
アメリカの対中封鎖と「自力更生」棚上げ
1949年の建国後，中国は直ちにアメリカによる封鎖に直面することとなった。戦後西側の対共産圏封
鎖政策として1949年にアメリカの主導でココム（COCOM：Coordinating Committee for Multilateral Export 
Controls）が設立され，ソ連，東欧の社会主義国への軍事技術，戦略物資の輸出規制（または禁輸）が行
われた。1950年の朝鮮戦争勃発後，中国の軍事的介入に激怒したアメリカは，米国内に居住する中国人の
資産凍結，中国企業との取引禁止に踏み切った。また，ココムの対象国に中国を追加させ，さらに1952年
６月に発足した対中国版のココムとも言うべきチンコム（CHINCOM：China Committee）で，対共産圏禁
輸リスト（ココム・リスト）より厳しい内容を盛り込んだ対中国特別禁輸リスト（チンコム・リスト）を
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作成した。他方，アジアの近隣諸国にも中国を孤立させるよう働きかけた。アメリカの要求に応じてマレー
シアはゴムを軍事物資として対中輸出を禁止し，タイ，インドネシアもアメリカとゴム独占協定を締結し
た。また，インドネシア，タイ，フィリピンなどは対中貿易禁止を宣言した。
　孤立政策にさらされた中国は，ソ連一辺倒の外交方針を打ち出し，ソ連に全面依存していく。1951年に
中央財経委員会による「外国の設計グループ，専門家，顧問の招聘に関する暫定方法草案」では，国内の
工程設計に関して，ソ連を中心とする社会主義国への全面的依存が決定された。1952年１月６日に在ソ連
中国大使の張聞天が毛沢東，周恩来に書簡を送り，「今後我が国の工業化にとって特に重要な大規模工場，
例えば鉄鋼工場，機械工場，自動車工場，主要な鉱山などの建設は，ソ連の援助に全面的に依存，信頼し
なければならず，初期の設計から組立まで，全面的に徹底して，ソ連の企画，設備と方法を採用しなけれ
ばならない。このようにして初めて，われわれは最初から正真正銘，最も新型で，先進的かつ現代的な工
業を確立することができる」と進言した（汪［1994］pp.301⊖302）。信じがたいことに，延安時代から自
力更生を唱えてきた毛沢東はその進言を受け入れた。つまり，中国は事実上自力更生を棚上げし，ソ連全
面依存の時代に突入したのである。
中ソ対立と過剰な「自力更生」意識の形成
　ソ連の援助を梃子に経済建設に全力投球しようとする中国は，思いもよらぬ逆風に見舞われる。1956年
２月に開かれたソ連共産党第12期全国代表大会（ソ共12期大会）でニキータ・フルシチョフソ連共産党第
一書記がスターリン批判と資本主義国との平和共存路線を主張し始めたことから，中ソ間でイデオロギー
を巡る論争（中ソ論争）が勃発したのである。1957年11月にモスクワで開かれたロシア革命40周年記念式
典に出席した毛沢東は，「東風圧倒西風」（東風は西風を圧す）と社会主義が資本主義に勝つことを演説し，
フルシチョフの対西側協調路線を強くけん制した。その後，1958年に中国はソ連による連合艦隊創設の提
案を拒否し，1959年にソ連からの国防新技術協定破棄通告を受けるなど中ソの齟齬が続く。1960年４月に
中国は共産党の機関紙『人民日報』と理論誌『紅旗』の共同社説「レーニン主義万歳」を発表し，フルシ
チョフのソ連共産党に対して明確に反旗を翻すと，同年７月にソ連は一方的に，対中援助の中止を通告し，
中国に派遣した技術者を全員引き上げ，技術協力協定を破棄するなど懲罰措置を講じた。
　こうして1950年代半ば頃中ソ両党間のイデオロギー論争により生じた亀裂が1960年代初頭になると公然
化し，さらに両国関係の決裂にまで発展した。1963年７月半ばから10月末までのわずか３カ月程の間にソ
連側は中国を非難する文章を２千編も発表した（席・金［1996］p.77）。それに対して，中国側は1963年
９月６日から1964年７月14日まで，『人民日報』と『紅旗』で同時に９回にわたる評論文（「九評」と呼ば
れる）を掲載するなど，ソ連共産党に対して，舌鋒鋭い批判キャンペーンを展開した。その中ソ大論争は，
世界各国の共産党や労働党を巻き込み，中国はアルバニア以外の東欧社会主義諸国などとの関係が対立ま
たは希薄化していき，アジアでもソ連と親密な関係を持つ社会主義国であるモンゴルと激しく対立するよ
うになった。中ソ対立はまた，領土問題へと飛び火していく。1969年３月に珍宝島事件（ダマンスキー島
事件：中国とソ連の大規模な軍事衝突），８月に新疆ウイグル自治区で軍事衝突が相次いで発生し，中国
国内ではソ連との全面戦争や核戦争に備えた臨戦体制へと移行した。
　アメリカをはじめとする西側の対中封鎖政策と，中ソの深刻な対立・臨戦態勢，という米ソからの挟撃
は，1960年代以後中国における政策形成上の最も重要な与件となった。こうした厳しい国際環境のなかで，
中国は自力更生以外に，国内経済を発展させる道はなかった。
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１－３　政策形成の国内的要因
分業の否定とワンセット主義
　自力更生政策の形成要因は，根源的には分業の否定とワンセット主義の信奉に求められる。まず，そも
そも当時の中国では理論的に比較優位に基づいた国際分業を受け入れなかった。社会主義計画経済時代に
は，国際貿易の理論が認められず，国際経済を専門とする文系の大学でさえ共産党，政府の対外政策，方
針などを理論として教育を行っていた。また，一般に冷戦構造下の世界で社会主義と資本主義の二大陣営
の対立を超えた国際分業は非現実的なものであった。しかし，各陣営内部では，例えば社会主義陣営にお
いても「国際分業」と「生産の専門化」の国際的な枠組みが存在していたが，中国は大国主義的支配を理
由にソ連主導の国際分業に反対した。冷戦構造の下で社会主義国間の国際分業を象徴していたのがコメコ
ン（COMECON: Council for Mutual Economic Assistance, 経済相互援助会議）である。当初ソ連と東欧など
の社会主義国の結束を図るために1949年に発足したコメコンは，1950年代後半以降加盟国による国際分業
体制へと変貌していった。中国は最初からオブザーバーとして参加する姿勢を取り，コメコンとは距離を
置いた。1956年２月に中ソの不協和音が響いたソ共12期大会後，中国共産党は社会主義陣営における修正
主義の傾向に強い警戒心を抱き始め，それが国内で「独立自主，自力更生」の社会主義路線を過度に強調
するような極左的な政策を形成させるきっかけともなった。1960年代になると中ソ決裂を背景に，中国は
オブザーバー派遣を中止し，コメコンについて，国際分業の名の下でソ連がほかの社会主義国に対して，
自主独立に基づいた経済発展を阻害し，自国の工業化を放棄させ，ソ連の原料供給地と製品輸出市場にす
るものに過ぎないと厳しく断罪した。
　国際分業を否定する基本姿勢は，国内の地域経済にも投影される。戦争時代分断された共産党支配地域
における自給体制の成功経験と，建国後米ソによる新たな戦争への危惧により，国内の各地方における域
内自給体制が追求されていた。各地方では，地方政府が主体となり，中央政府の援助に依存せず独力で域
内の生産を増大させ，自給自足体制を構築した。例えば，計画経済時代における「地方小工業」の隆盛が
地方の分業否定，ワンセット主義信奉の典型例である。当時各地方では，「五小工業」（五つの小規模工業：
石炭，製鉄，化学肥料，セメント，機械）をはじめ，日常生活必需品から水力発電まで幅広い業種を地方
に内部化するようなワンセット体制が作られた。また，1963年には毛沢東の「農業学大寨」（農業は大寨
に学べ）の大号令の下で各地方において域内の食糧自給を確保するため大規模な農地の開墾が行われてい
た。そもそも「大寨村」という地では劣悪な地形と干ばつという厳しい自然環境から農業生産が困難を極
めていたが，当地の農民が山の下から土を運んで強引に人工の棚田を作った。しかし，その大寨の無謀な
方法が毛沢東の目には自力更生の精神と映じ，大寨の経験を全国的に広げた。さらに，ワンセット主義が
経済体制末端にまで蔓延し，原材料から完成品までのすべての生産工程や，保育所から老後生活までの生
涯サービスなどを一企業に内部化するという極端な例もよく見られた。
権力闘争
　毛沢東時代には，権力闘争が激化するたびに，自力更生が政局のツールとしてフル利用された。特に文
化大革命期において対外経済は，「崇洋媚外」（西洋を崇拝し，外国に媚びる），「洋奴哲学」（西洋に盲従
する卑屈な思考方式）などと非難された。例えば，1957年に発足し，広東省広州市で毎年春と秋の年２回
開催された中国最大の貿易見本市「広州交易会」（中国輸出入商品交易会）は，閉鎖経済時代において外
国に向けて開かれた貴重な窓口であったが，文革初期，まずここに批判の矛先が向けられた。1967年の春
季大会は，その開催に向けた準備段階から極左派や過激組織の暴力を伴う妨害活動で混乱していた。周恩
来首相（当時。以下同じ）は大会の前日にわざわざ北京から広州市へ駆けつけ，反対派を説得し開催への
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作成した。他方，アジアの近隣諸国にも中国を孤立させるよう働きかけた。アメリカの要求に応じてマレー
シアはゴムを軍事物資として対中輸出を禁止し，タイ，インドネシアもアメリカとゴム独占協定を締結し
た。また，インドネシア，タイ，フィリピンなどは対中貿易禁止を宣言した。
　孤立政策にさらされた中国は，ソ連一辺倒の外交方針を打ち出し，ソ連に全面依存していく。1951年に
中央財経委員会による「外国の設計グループ，専門家，顧問の招聘に関する暫定方法草案」では，国内の
工程設計に関して，ソ連を中心とする社会主義国への全面的依存が決定された。1952年１月６日に在ソ連
中国大使の張聞天が毛沢東，周恩来に書簡を送り，「今後我が国の工業化にとって特に重要な大規模工場，
例えば鉄鋼工場，機械工場，自動車工場，主要な鉱山などの建設は，ソ連の援助に全面的に依存，信頼し
なければならず，初期の設計から組立まで，全面的に徹底して，ソ連の企画，設備と方法を採用しなけれ
ばならない。このようにして初めて，われわれは最初から正真正銘，最も新型で，先進的かつ現代的な工
業を確立することができる」と進言した（汪［1994］pp.301⊖302）。信じがたいことに，延安時代から自
力更生を唱えてきた毛沢東はその進言を受け入れた。つまり，中国は事実上自力更生を棚上げし，ソ連全
面依存の時代に突入したのである。
中ソ対立と過剰な「自力更生」意識の形成
　ソ連の援助を梃子に経済建設に全力投球しようとする中国は，思いもよらぬ逆風に見舞われる。1956年
２月に開かれたソ連共産党第12期全国代表大会（ソ共12期大会）でニキータ・フルシチョフソ連共産党第
一書記がスターリン批判と資本主義国との平和共存路線を主張し始めたことから，中ソ間でイデオロギー
を巡る論争（中ソ論争）が勃発したのである。1957年11月にモスクワで開かれたロシア革命40周年記念式
典に出席した毛沢東は，「東風圧倒西風」（東風は西風を圧す）と社会主義が資本主義に勝つことを演説し，
フルシチョフの対西側協調路線を強くけん制した。その後，1958年に中国はソ連による連合艦隊創設の提
案を拒否し，1959年にソ連からの国防新技術協定破棄通告を受けるなど中ソの齟齬が続く。1960年４月に
中国は共産党の機関紙『人民日報』と理論誌『紅旗』の共同社説「レーニン主義万歳」を発表し，フルシ
チョフのソ連共産党に対して明確に反旗を翻すと，同年７月にソ連は一方的に，対中援助の中止を通告し，
中国に派遣した技術者を全員引き上げ，技術協力協定を破棄するなど懲罰措置を講じた。
　こうして1950年代半ば頃中ソ両党間のイデオロギー論争により生じた亀裂が1960年代初頭になると公然
化し，さらに両国関係の決裂にまで発展した。1963年７月半ばから10月末までのわずか３カ月程の間にソ
連側は中国を非難する文章を２千編も発表した（席・金［1996］p.77）。それに対して，中国側は1963年
９月６日から1964年７月14日まで，『人民日報』と『紅旗』で同時に９回にわたる評論文（「九評」と呼ば
れる）を掲載するなど，ソ連共産党に対して，舌鋒鋭い批判キャンペーンを展開した。その中ソ大論争は，
世界各国の共産党や労働党を巻き込み，中国はアルバニア以外の東欧社会主義諸国などとの関係が対立ま
たは希薄化していき，アジアでもソ連と親密な関係を持つ社会主義国であるモンゴルと激しく対立するよ
うになった。中ソ対立はまた，領土問題へと飛び火していく。1969年３月に珍宝島事件（ダマンスキー島
事件：中国とソ連の大規模な軍事衝突），８月に新疆ウイグル自治区で軍事衝突が相次いで発生し，中国
国内ではソ連との全面戦争や核戦争に備えた臨戦体制へと移行した。
　アメリカをはじめとする西側の対中封鎖政策と，中ソの深刻な対立・臨戦態勢，という米ソからの挟撃
は，1960年代以後中国における政策形成上の最も重要な与件となった。こうした厳しい国際環境のなかで，
中国は自力更生以外に，国内経済を発展させる道はなかった。
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理解を求めた（段・陳［2016］pp.260⊖261）。一国の首相でさえ，国内の一貿易見本市のため，そうする
しか混乱を収拾する術がなかったということである。
　また，海運業で起き，その影響が全国にまで広がる「風慶輪」騒動（「風慶輪」事件）もその一例である。
「風慶輪」とは中国の万トン級の大型遠洋貨物船のことであり，自前の技術で製造され，自力更生政策を
象徴する国産船舶だと自賛された。もともと計画経済時代には造船業が脆弱なため遠洋輸送は外国のレン
タル船舶に依存していた。大型船は国内製造より輸入した方がはるかに安いと見積もった国家計画委員会
が1972年から1974年にかけて外国から大型貨物船を購入しようと計画した。しかし，江青（毛沢東夫人）
をはじめとする文革派（極左派）は，1974年に国産船「風慶輪」がヨーロッパから初の遠洋輸送を終え無
事帰港したことを「自力更生の偉大な勝利」と宣伝し，一般公開，歌合戦など戯画的なまでに礼賛キャン
ペーンを展開し，外国船舶の輸入を積極的に支持した周恩来首相を暗に非難した。さらに，1975年１月に
失脚から政界復帰を果たした鄧小平は西側先進国から「四三方案」（43億ドル規模の案件）と呼ばれる大
型プラントの導入を積極的に進めた。これも後ほど鄧小平批判の「右傾勢力の巻き返しに反撃せよ」とい
う大規模な政治運動の引き金となった。1976年４月に『紅旗』に掲載された「洋奴哲学を批判する」文章
では，「独立自主，自力更生」を強調し，外国技術導入を批判した。
　以上で見たように，分業否定とワンセット主義は自力更生政策の形成要因であり，その結果でもあった。
また，文革期間中繰り広げられた権力闘争では，対外経済に積極的な姿勢を示す政敵を排除するため，自
力更生が政治的スローガンとしても利用されたのである。
２　対外貿易
　計画経済時代の閉鎖的な状態において，自力更生が強調される一方，対外貿易への努力が惜しまれるこ
とはなかった。それは，国内における深刻な需要超過，先進国に比べて技術の大幅な遅れという「二つの
ギャップ」を一刻も早く埋めるには外国から資本財や技術を導入する必要があったからである。
　計画経済時代には，国際分業が否定され，対外貿易が「有無相通ずる」，「過不足を調整する」ものと位
置付けられていた。経済発展に必要な生産財を輸入するために，国産品が国内販売（内需）より輸出（外需）
を優先することは基本原則（輸出優先原則）とされた。具体的には，国内生産と国民生活に関わる「最重
要物資」（例えば，食糧や植物油，綿花など）の輸出を制限するが，国内生産と国民生活にとって「一般
物資」（例えば，肉類，葉煙草，紙製品など）についてはできるだけ多く輸出し，国内生産と国民生活に「無
関係物資」（例えば畜産品，茶葉，果物，及び魔法瓶，万年筆などの軽工業品，土産品など）については，
基本的には輸出を優先するとした（中国国家統計局［1960］pp.429⊖430）。以下では，その輸出優先原則
の下でどのような貿易管理体制が実行され，対外貿易の実態はどのようなものだったかを見よう。
２－１　国家の独占的貿易管理
保護貿易政策
　社会主義計画経済時代の貿易は国家による独占的管理体制下に置かれていた。1949年９月21 〜 29日に
開催された中国共産党とそのほかの政治社会勢力を集めた中国人民政治協商会議で建国後の国家憲法とも
言うべき「中国人民政治協商会議共同綱領」が採択された。同綱領では，建国後の中国は「対外貿易に対
する統制を実施するとともに保護貿易政策を実行する」（第37条）と規定されていた。貿易の統制と保護
を実行するために，第一次五カ年計画期（1953 〜 1957年）において社会主義体制の確立とともに，ソ連
モデルを倣い，国家の独占的貿易管理体制を確立した。一般にソ連モデルとは，対外貿易の所有権，管理
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権と経営権を国家が独占し，対外貿易業務は国家の専門機構が担当する。また，国家の独占的貿易の運営
は高度に集権的な行政的方法，指導的な計画により行われる体制のことである。そのソ連モデルの中国版
の構造は次のとおりである。
貿易管理の組織構造
　貿易管理の組織は，縦割り行政である。政府が業種ごとに，対外貿易機関直属の現業貿易機構を通して
輸出入業務を統一的に行う。具体的には，対外貿易部（1952年に設立，現在の商務部，日本の省に相当）
の直属機構として，15の国営対外貿易総公司（例えば，中国機械輸出入総公司，中国化学工業輸出入総公
司，中国紡績品輸出入総公司など，1955年現在）が設立された（菊［1955］p.24）。それらの現業対外貿
易機構においてさらに地方部局（各対外貿易総公司の地方分公司＝地方支社，例えば中国機械輸出入総公
司四川省分公司，同山東省分公司など）が設置された。
　他方，政府は貿易港を管轄，規制している。上海，広州，大連，青島，天津の五つの都市を「遠海貿易
港」とし，北京市と，福建，河南，湖北，湖南，江西，安徽，広西，雲南の八つの省を「近海貿易と対香
港・マカオ貿易港」としてそれぞれ指定した。
　貿易は国家の独占的管理体制と縦割り行政の組織構造の下に置かれるため，対外貿易行政や貿易総公司
はほかの行政から独立しており，各貿易総公司の地方分公司（地方部局）や貿易港も所在地の地方行政の
管轄から独立していた。
貿易活動
　対外貿易部が政府の経済計画（国家経済委員会）に従い輸出入業務を遂行する。具体的には，まず，政
府の経済計画に基づいて輸出商品の買付け計画，地域別配分計画の編成を行う。そして，企業から計画的
に輸出品を買付ける。輸出のための供給源の確保は対外貿易部の基本的な業務である。他方，輸入品につ
いても，統一的に買付け，契約を行う。つまり，対外貿易部は政府の経済計画（許可目録）に基づいて項
目ごとに輸入計画を作成，通達し，指定された対外貿易公司が輸入を行う。国営セクターによる輸出額が
全国の輸出総額に占める比率は1950年に68.4％であったが，1954年には98.2％にまで達した（菊［1955］
p.25）。また，貿易活動で発生した損失は，国家財政により補填された。
　一方，外貨不足の時代に政府は，国際収支のバランスを取ることに細心の注意を払った。外国為替につ
いては，輸出財貨の内外価格比で決定するという固定為替制を実行した。対外経済活動における外貨の収
入と使用が政府の一元的管理下に置かれた。輸出活動で獲得した外貨収入は政府の国営金融機関（中国銀
行）に売却され，輸入活動で生じる外貨の支払いは為替管理当局（中国人民銀行）の許可を得てから行わ
なければならなかった。
　以上のような国家の独占的貿易管理体制が，社会主義計画経済時代を通して実行されていたが，体制改
革の試みも存在した。例えば，1974年代には，貿易指定港に江蘇，浙江，河北の三つの省を新たに追加し
たこと，香港・マカオ貿易を全面的に解禁すること，地方の貿易分公司（地方部局）による遠海貿易を対
外貿易総公司の許可を得たうえで認めることなどである（馬・孫［1993］pp.2147⊖2148）。
２－２　貿易の規模と構造
⑴貿易けん引のプラント輸入
　1950年代に中国は，ソ連，東欧諸国と緊密な関係を保っていた。経済分野ではソ連の対中援助に合わせ
て大規模なプラント輸入を行った。その輸入増加にけん引され，貿易規模が拡大し，1959年の貿易総額は
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理解を求めた（段・陳［2016］pp.260⊖261）。一国の首相でさえ，国内の一貿易見本市のため，そうする
しか混乱を収拾する術がなかったということである。
　また，海運業で起き，その影響が全国にまで広がる「風慶輪」騒動（「風慶輪」事件）もその一例である。
「風慶輪」とは中国の万トン級の大型遠洋貨物船のことであり，自前の技術で製造され，自力更生政策を
象徴する国産船舶だと自賛された。もともと計画経済時代には造船業が脆弱なため遠洋輸送は外国のレン
タル船舶に依存していた。大型船は国内製造より輸入した方がはるかに安いと見積もった国家計画委員会
が1972年から1974年にかけて外国から大型貨物船を購入しようと計画した。しかし，江青（毛沢東夫人）
をはじめとする文革派（極左派）は，1974年に国産船「風慶輪」がヨーロッパから初の遠洋輸送を終え無
事帰港したことを「自力更生の偉大な勝利」と宣伝し，一般公開，歌合戦など戯画的なまでに礼賛キャン
ペーンを展開し，外国船舶の輸入を積極的に支持した周恩来首相を暗に非難した。さらに，1975年１月に
失脚から政界復帰を果たした鄧小平は西側先進国から「四三方案」（43億ドル規模の案件）と呼ばれる大
型プラントの導入を積極的に進めた。これも後ほど鄧小平批判の「右傾勢力の巻き返しに反撃せよ」とい
う大規模な政治運動の引き金となった。1976年４月に『紅旗』に掲載された「洋奴哲学を批判する」文章
では，「独立自主，自力更生」を強調し，外国技術導入を批判した。
　以上で見たように，分業否定とワンセット主義は自力更生政策の形成要因であり，その結果でもあった。
また，文革期間中繰り広げられた権力闘争では，対外経済に積極的な姿勢を示す政敵を排除するため，自
力更生が政治的スローガンとしても利用されたのである。
２　対外貿易
　計画経済時代の閉鎖的な状態において，自力更生が強調される一方，対外貿易への努力が惜しまれるこ
とはなかった。それは，国内における深刻な需要超過，先進国に比べて技術の大幅な遅れという「二つの
ギャップ」を一刻も早く埋めるには外国から資本財や技術を導入する必要があったからである。
　計画経済時代には，国際分業が否定され，対外貿易が「有無相通ずる」，「過不足を調整する」ものと位
置付けられていた。経済発展に必要な生産財を輸入するために，国産品が国内販売（内需）より輸出（外需）
を優先することは基本原則（輸出優先原則）とされた。具体的には，国内生産と国民生活に関わる「最重
要物資」（例えば，食糧や植物油，綿花など）の輸出を制限するが，国内生産と国民生活にとって「一般
物資」（例えば，肉類，葉煙草，紙製品など）についてはできるだけ多く輸出し，国内生産と国民生活に「無
関係物資」（例えば畜産品，茶葉，果物，及び魔法瓶，万年筆などの軽工業品，土産品など）については，
基本的には輸出を優先するとした（中国国家統計局［1960］pp.429⊖430）。以下では，その輸出優先原則
の下でどのような貿易管理体制が実行され，対外貿易の実態はどのようなものだったかを見よう。
２－１　国家の独占的貿易管理
保護貿易政策
　社会主義計画経済時代の貿易は国家による独占的管理体制下に置かれていた。1949年９月21 〜 29日に
開催された中国共産党とそのほかの政治社会勢力を集めた中国人民政治協商会議で建国後の国家憲法とも
言うべき「中国人民政治協商会議共同綱領」が採択された。同綱領では，建国後の中国は「対外貿易に対
する統制を実施するとともに保護貿易政策を実行する」（第37条）と規定されていた。貿易の統制と保護
を実行するために，第一次五カ年計画期（1953 〜 1957年）において社会主義体制の確立とともに，ソ連
モデルを倣い，国家の独占的貿易管理体制を確立した。一般にソ連モデルとは，対外貿易の所有権，管理
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1950年（11億3000万ドル）の約４倍に相当する43億8000万ドルに達した。1960年代前半には中ソ対立が公
然化，尖鋭化した影響を受けて，貿易が低迷するなか，日本，西欧諸国からのプラント輸入を相次いで契
約した（橋田［1994］pp.145⊖146）。
　1960年代後半になると，アジア，アフリカの第三世界との関係強化，輸出拡大を背景に，貿易は次第に
活発化し，年間40億ドル台の規模にまで回復した。1970年代に入ると，対外貿易規模はさらに飛躍的に
拡大していく。貿易額は1973年に初めて100億ドル台（109億8000万ドル，対前年比1.7倍以上）を突破し，
改革開放前夜の1977年には150億ドルに達した（図表２）。
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（資料）国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成。
図表２　輸出入と貿易収支（1950 ～ 1970年代）
　1970年代における貿易拡大の背景には，いわゆる「二つのギャップ」（国内の需給ギャップ，技術の内
外格差）の緩和を図るため，西側諸国から大規模なプラント輸入が行われたことがあった。1970年代初頭
頃の中国外交は劇的に進展していた。1971年に，国連は中華民国（台湾側の国民党政権）を追放し，中華
人民共和国（大陸側の共産党政権）を中国の合法的な代表として迎え，国連の議席とともに常任理事国と
しての地位を回復した１。1972年には，アメリカのニクソン大統領の電撃訪中，日本の田中角栄首相の訪
中と日中国交正常化など，対西側の関係が大きく改善された。国際環境の好転を受けて，周恩来首相が文
革期の過剰な自力更生意識と「閉関自守」（関所の門を閉じ，自分の力で自分を守ること：鎖国）の極左
政策を見直し，西側先進国からの大規模なプラント輸入計画を主導した。1973年に国家計画委員会が国
務院に出した「設備輸入の増加，対外経済交流の拡大に関する要望書」には，３年ないし５年以内に43億
ドル規模に上るプラント輸入の計画（四三方案）が盛り込まれた。1950年代に行われたソ連からのプラン
ト輸入以来２度目となる大規模なプラント輸入計画であった。同計画に基づいてプラント輸入が盛んに行
われ，1972年から1977年にかけて，中国はアメリカ，西ドイツ，フランス，日本，オランダ，スイス，イ
タリアなどの10数カ国と222のプラント輸入の契約を締結した。このような対西側からのプラント輸入は
1970年代半ば前後の時期における貿易全体の拡大を支えた。
１　中国の国際連合（国連）加盟について，国連では‘Restoration’（回復）と明記している（United Nations General Assembly 
Resolution 2758）。1971年に国連は安全保障理事会常任理事国から，それまで中国の代表とされていた台湾側の中華民国を
追放し，代わりに大陸側の中華人民共和国を中国の合法的な権利を持つ代表とした。これを常任理事国における中国議席の
回復（国民党政府からの継承）と解釈しているからである。「一つの中国」の立場を主張する中国政府（大陸側）は，国連
の立場を踏襲して，国連における合法的権利の回復（中国語で「恢復」）と表現している。他方では，国連が設立された後，
1949年に建国された中華人民共和国が，1971年まで国連加盟国になったことはないということで，「国連加盟」と表現され
ることもある。
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　しかし，閉鎖経済時代の貿易は相対的に小さかった。貿易額の経済規模（国内総生産）に対する比率（貿
易依存度）を見ると，1950年代には平均10.2％であったが，それ以後1960年代は平均6.8％，1970年代は平
均8.6％と１桁にとどまるほど低い水準にあった。貿易収支について，赤字が発生したのは1950年代前半
と1974〜1975年の時期であった。その二つの時期における赤字の原因も，前者はソ連から，後者は西側か
らの大規模なプラント輸入によるものだと説明できよう。
対外経済の窓口「広州交易会」
　計画経済時代における広州交易会（「広交会」と略される）は，対外貿易部（現商務部）と広東省政府
が主催した中国最大の政府系貿易見本市で，閉鎖状態における貿易活動の中心的な舞台であった。広交会
は，1957年に初回大会の来場者数（バイヤー）は3100人（春季と秋季の合計，延べベース。以下同じ）であっ
たが，1965年には１万人を超え，1970年代末になると約５万人に上った（図表３）。1957年から1970年代
末まで，参加国または地域は延べ52から200超へ，契約額は8700万ドルから51億ドルへと拡大した。輸出
動向の先行指標である契約額と翌年の通関輸出額の割合は，広交会が発足した1957年には4.4％に過ぎな
かったが，1965年に20％を超え，文革期（1967〜1976年）には平均36.8％に達している。それを現在の約
３％（2010〜2015年平均，中国国家統計局統計）と比べれば，閉鎖経済における対外貿易において，政府
主導の広交会の担う役割がいかに大きかったかを容易に想像できる。
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図表３　閉鎖経済期における広州交易会の概要（1957 ～ 1977年）
（資料）中国対外貿易センター（CFTC），国家統計局貿易統計より整理，作成。
（注）来場のバイヤー数と国・地域数は，延べベースである。
⑵貿易構造
　貿易構造を製品別に見ると，輸出は農・副産品とその加工品を中心としている。輸出総額に占める農・
副産品とその加工品の比率は1950年の９割から1970年代末の６割へと低下したものの，依然として輸出の
主力であった（図表４）。さらに，国内生産と国民生活に関わる重要性の分類別について見ると，輸出に
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1950年（11億3000万ドル）の約４倍に相当する43億8000万ドルに達した。1960年代前半には中ソ対立が公
然化，尖鋭化した影響を受けて，貿易が低迷するなか，日本，西欧諸国からのプラント輸入を相次いで契
約した（橋田［1994］pp.145⊖146）。
　1960年代後半になると，アジア，アフリカの第三世界との関係強化，輸出拡大を背景に，貿易は次第に
活発化し，年間40億ドル台の規模にまで回復した。1970年代に入ると，対外貿易規模はさらに飛躍的に
拡大していく。貿易額は1973年に初めて100億ドル台（109億8000万ドル，対前年比1.7倍以上）を突破し，
改革開放前夜の1977年には150億ドルに達した（図表２）。
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（資料）国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成。
図表２　輸出入と貿易収支（1950 ～ 1970年代）
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人民共和国（大陸側の共産党政権）を中国の合法的な代表として迎え，国連の議席とともに常任理事国と
しての地位を回復した１。1972年には，アメリカのニクソン大統領の電撃訪中，日本の田中角栄首相の訪
中と日中国交正常化など，対西側の関係が大きく改善された。国際環境の好転を受けて，周恩来首相が文
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務院に出した「設備輸入の増加，対外経済交流の拡大に関する要望書」には，３年ないし５年以内に43億
ドル規模に上るプラント輸入の計画（四三方案）が盛り込まれた。1950年代に行われたソ連からのプラン
ト輸入以来２度目となる大規模なプラント輸入計画であった。同計画に基づいてプラント輸入が盛んに行
われ，1972年から1977年にかけて，中国はアメリカ，西ドイツ，フランス，日本，オランダ，スイス，イ
タリアなどの10数カ国と222のプラント輸入の契約を締結した。このような対西側からのプラント輸入は
1970年代半ば前後の時期における貿易全体の拡大を支えた。
１　中国の国際連合（国連）加盟について，国連では‘Restoration’（回復）と明記している（United Nations General Assembly 
Resolution 2758）。1971年に国連は安全保障理事会常任理事国から，それまで中国の代表とされていた台湾側の中華民国を
追放し，代わりに大陸側の中華人民共和国を中国の合法的な権利を持つ代表とした。これを常任理事国における中国議席の
回復（国民党政府からの継承）と解釈しているからである。「一つの中国」の立場を主張する中国政府（大陸側）は，国連
の立場を踏襲して，国連における合法的権利の回復（中国語で「恢復」）と表現している。他方では，国連が設立された後，
1949年に建国された中華人民共和国が，1971年まで国連加盟国になったことはないということで，「国連加盟」と表現され
ることもある。
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占める非「最重要物資」（「一般物資」と「無関係物資」）の比率は，1950 〜 1952年に平均63.9％であったが，
1958年になると75.5％になった（図表５）。
　他方，輸入は生産財を主としている。計画経済時代に輸入総額に占める生産財の比率は，経済調整期
（1961 〜 1965年）を除いて70 〜 90％という高い水準にあった。特に「二つのギャップ」を緩和すべく２
度にわたって大規模なプラント輸入が行われたため，第一次五カ年計画期から1950年代末までの平均は
93％，1975年と1976年の平均は86％に上った。
図表５　国内生産と国民生活に関わる重要性の分類別の貿易構造（1950 ～ 1958年）
 （単位：％）
1950 〜 1952年
平均
1953 〜 1957年
1958年
1953年 1954年 1955年 1956年 1957年 平均
最重要物資 　36.1 　35.9 　29.0 　30.5 　30.3 　25.3 　29.8 　24.5
一般物資 　25.6 　29.4 　28.7 　30.0 　29.7 　26.7 　28.8 　25.0
無関係物資 　38.3 　34.7 　42.3 　39.5 　40.0 　46.9 　41.4 　50.5
合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（資料）中国国家統計局［1960］（p.430）より作成。
⑶貿易相手国
　貿易構造を相手国別に見ると，建国初期，アメリカなど西側諸国の対中封鎖・禁輸を背景に，ソ連と東
欧諸国が中国の主要な貿易相手国となった。中国の対ソ連・東側諸国との貿易が対世界貿易全体に占める
比率は，1950年に34％であったが，その後上昇し，1950年代を通して70 〜 80％の水準で推移した（中国
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図表４　貿易構造の変化（1950 ～ 1970年代）
（資料）中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より整理，作成。
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国家統計局［1960］pp.425⊖426）。対西側では，日本やフィンランドなどとの貿易が存在し，1952年には
第一次日中民間貿易協定までも結ばれたものの，いずれも小規模な民間貿易または間接貿易にとどまって
いた。
　しかし，1960年代以後，中国がソ連と決裂すると，やがて貿易相手国を東側諸国から西側の日本，香
港（1997年までイギリス領）・マカオ（1999年までポルトガル領），西欧諸国，北米のカナダ，ラテンアメ
リカ諸国へシフトさせていった。中国の対世界貿易に占める西側諸国の比率を見ると，1950年代に20 〜
30％台であったが，1960年代後半には70％に上昇し，1972年日中国交正常化後の1973年以降80％を超えて
いった（図表６）。その背景には，前述のとおり1960年代前半に日本，西欧諸国とプラント輸入契約が相
次いだことや1970年代前半における対西側外交の大きな進展に伴い，「四三方案」が実施されたことなど
があった。
３　国際援助
３－１　特徴と管理体制
　国際援助には，自国の外国に対する援助（対外援助）と外国の自国に対する援助（外国援助または対内
援助）がある。国際援助は，一般に経済的に豊かな国はそうでない国に対して経済援助を行う。しかし，
経済的に必ずしも豊かではない国が対外援助を行うこともある。例えば，大規模な自然災害など発生時の
国際災害救援のほか，国際政治，外交上の理由で援助外交が行われるのである。
　1950年代において中国は，前出の「自力更生為主，争取外援為輔」の方針の下で，ソ連と東欧諸国から
外国援助を受けていたが，同時に，1950年代初頭から対外援助も始めていた。対外援助は対外政策の一環
として行われるため，援助政策や方針は党の中央執行部と国務院（政府）が決定する。初期の対外援助は，
物資，現金，技術に限られたため，援助活動は対外貿易部をはじめ財政部，国家計画委員会が担当した。
対外援助の拡大に伴い，1961年には，国務院直属の行政機構として対外経済連絡総局が設立された。同機
構は1964年に対外経済連絡委員会に改称され，1970年にはさらに対外経済連絡部へと再編され，アジア，
アフリカ，ラテンアメリカ諸国に対する援助行政を担当するまでに業務が拡大，強化された。対外経済連
絡部は建国後初めてほかの行政組織から分離，独立した対外援助専門業務機関となったが，対外援助の政
策決定においてしかるべき役割を十分に果たせなくなった（白・羅［2016］pp.13⊖14）。対外援助の業務
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占める非「最重要物資」（「一般物資」と「無関係物資」）の比率は，1950 〜 1952年に平均63.9％であったが，
1958年になると75.5％になった（図表５）。
　他方，輸入は生産財を主としている。計画経済時代に輸入総額に占める生産財の比率は，経済調整期
（1961 〜 1965年）を除いて70 〜 90％という高い水準にあった。特に「二つのギャップ」を緩和すべく２
度にわたって大規模なプラント輸入が行われたため，第一次五カ年計画期から1950年代末までの平均は
93％，1975年と1976年の平均は86％に上った。
図表５　国内生産と国民生活に関わる重要性の分類別の貿易構造（1950 ～ 1958年）
（単位：％）
1950 〜 1952年
平均
1953 〜 1957年
1958年
1953年 1954年 1955年 1956年 1957年 平均
最重要物資 　36.1 　35.9 　29.0 　30.5 　30.3 　25.3 　29.8 　24.5
一般物資 　25.6 　29.4 　28.7 　30.0 　29.7 　26.7 　28.8 　25.0
無関係物資 　38.3 　34.7 　42.3 　39.5 　40.0 　46.9 　41.4 　50.5
合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（資料）中国国家統計局［1960］（p.430）より作成。
⑶貿易相手国
　貿易構造を相手国別に見ると，建国初期，アメリカなど西側諸国の対中封鎖・禁輸を背景に，ソ連と東
欧諸国が中国の主要な貿易相手国となった。中国の対ソ連・東側諸国との貿易が対世界貿易全体に占める
比率は，1950年に34％であったが，その後上昇し，1950年代を通して70 〜 80％の水準で推移した（中国
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機能に特化された反面，意思決定機能が弱体化されたということである。
３－２　外国援助
　1950年代に中国は，ソ連から多大な経済支援を受けた。1950 年にソ連政府と「中ソ友好同盟互助条約」（互
助協約）を締結し，ソ連から50項目のプロジェクト援助を受けることになった。さらに1952年に周恩来首
相が経済援助を要請するためソ連を訪問した後，1953年に中ソは，「ソ連政府が中国政府による中国国民
経済の発展を援助することに関する協定」（援助協定）を締結した。同援助協定では，ソ連が中国に対し
て141項目のプロジェクト援助を供与し，その対象分野は軍，鉄道，発電，鉄鋼，石炭，化学，トラック
工場，飛行機工場などに及んだ（図表７）。1954年にソ連はさらに15件の援助を追加し，これまでの援助
事業は合計156項目に上るプロジェクト（「一五六プロジェクト」と呼ばれる）協定として締結された２。
また，1950年から1955年まで，ソ連は中国に１〜２％の年間利子率，２〜 10年の返済期間で，56億ルー
ブル（約14億ドル）の融資を供与した。その融資が「一五六プロジェクト」に使われた（馬・孫［1993］p.2195）。
　それらの支援プロジェクトは，社会主義工業化を目標とする中国の「第一次五カ年計画」期における最
重点事業と位置付けられ，工場建設地の敷地調査，立地決定から，製品製造までの全工程においてソ連の
全面的な援助（指導，協力など）の下で進められた。例えば鞍山（遼寧省），武漢（湖北省），包頭（内モ
ンゴル）に大規模な鉄鋼工場，長春（吉林省）に第一自動車製造工場，蘭州（甘粛省）に大規模な石油精
錬化工場がいずれもこの頃におけるソ連の援助で建設されたのである。
　ソ連の経済援助のほか，東ドイツ，チェコスロバキア，ポーランド，ハンガリー，ルーマニア，ブルガ
リアなどの東欧社会主義諸国とも116件のプロジェクトに関する援助協定を締結した（汪［1998］p.235）。
　一方，中国は資金，技術の面でもソ連と東欧諸国から援助を受けていた。1950年から1955年まで中ソ両
国はソ連による中国への融資に関する協定を11件締結し，合計56億6000万ルーブル（53億6800人民元）の
融資を受けた。それらの融資は，ソ連からの機械・設備，軍事物資などに対する支払いに使われた。また，
1954年10月以後中国はソ連，東欧諸国と相次いで技術協力協定を締結した。ほかにも1959年までソ連，東
欧諸国からエネルギー，原材料，機械（民生と軍事）などの産業に関する4000項目の技術資料を得ている
２　余談だが実際に中ソ間の交渉で合意したのは154件のプロジェクトであったが，156件の援助計画が先に公表されたため，
「一五六プロジェクト」という名称のまま呼ばれている（薄［1991］p.297）。
図表７　1950年代におけるソ連の中国援助事業（協定ベース）
協定（時期） 内　容 案件数
互助条約（1950年） 工場の新築，改築 　50
坑井（新築，改築，以下同じ） 　　₈
総合製鉄工場 　　2
非鉄金属冶金工場 　　₃
石油精製工場 　　1
援助協定（1953年） 機械製造工場 　₃2
化学工場 　　7
火力発電所 　10
医薬生産工場 　　2
そのほか 　26
追加援助（1954年） 工場の設計，新築 　15
「156プロジェクト」計 156
追加援助（19₅₈⊖₅9年） 工場の新築支援，設備供与など 148
合　計 304
（資料）叢・張［1999］（pp.771⊖772）汪［1998」（p.235）に基づいて整理，作成。
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（汪［1988］p.237）。
　しかし，1950年代後半に中ソ対立が尖鋭化した結果，1960年以降ソ連と東欧諸国は対中援助を打ち切る
ことになった。中国とソ連の間で締結した304件の援助プロジェクトのうち89件の契約，中国と東欧諸国
で締結した116件の援助プロジェクトのうち８件がそれぞれ破棄された（彭［1989］p.53）。社会主義の工
業化を目指す中国経済はソ連，東欧諸国による制裁的な協力中止に翻弄された。
　とはいえ，1950年代における中国の経済発展はソ連と東欧社会主義国の援助に大きく依存し，当時建設
された工場の多くは長期にわたって中国の産業経済を支えたのも事実である。また，ソ連などから帰国
した留学生，研修生が様々な分野で重要な役割を果たしている。「中国の第一次五カ年計画の時にソ連が
工業の基礎を作ってくれたことをわれわれは今まで忘れたことはない」と，鄧小平（当時党中央軍事委員
会主席）が1989年５月に訪中したソ連共産党書記長ゴルバチョフに語っている（中共中央文献編集委員会
［1993］）。
３－３　対外援助
対社会主義国中心の援助
　1950年に中国は北朝鮮やベトナムに軍事援助を始めるなど，対外援助の幕を開いた。発足して間もない
新政権が国内で財政逼迫，モノ不足という状態のなかで対外援助を断行したのは，隣国の北朝鮮，ベトナ
ムがアメリカの手に落ちれば中国の北東，南西の国境も軍事的脅威にさらされると危惧したからである。
1950年から1953年まで，朝鮮戦争中の北朝鮮に対して７億2925万元相当の軍事物資と生活用品を無償で援
助した。休戦後にも，北朝鮮の経済復興のために1954年から1957年まで８億元の無償資金を援助している。
また，1950年から1954年まで，インドシナ戦争中のベトナムに対して，１億8000万元相当の物資を援助し
た（馬・孫［1993］p.2199）。ほかにも，1950年と1951年にインドに対して合計66万6500トンの穀物を支
援している（謝［1988］p.24）。
　1954年にアルバニアへ6000人の技術者，1955年に蒙古へ5500人の専門家と技術者を派遣した（張［2016］
pp.81⊖82）。中国の対外援助は，建国後から1950年代半ば頃まで冷戦構造のなかで「同志加兄弟」（同志か
つ兄弟）国３をはじめ社会主義国を中心に行われていた。
　1955年に開催されたバンドン会議後，中国の対外援助の対象は，近隣諸国中心から，反植民地，民族解
放と独立運動を展開するアジア，アフリカ諸国にまで拡大していった。特にアフリカに目を向けたのは
1950年代後半以降である。アフリカ諸国は，第二次世界大戦後もほとんどヨーロッパの植民地支配下に置
かれ，宗主国と同様にまだ中国の大陸側の政権を政府として承認せず台湾側の政権と国交を持っていた。
1953年にはエジプトがイギリスから独立し，その３年後の1956年４月には，アフリカで初めて台湾と断交
し中国大陸側の政権を中国政府と承認して国交を樹立した。「中国大陸と国交樹立・台湾と断交」させる
ことを最重要課題とする中国外交にとってアフリカで初めての快挙であった。同年８月にスエズ戦争（第
二次中東戦争）が勃発すると，中国政府は英仏イスラエル軍と戦うエジプトに対して2000万スイスフラン
の無償援助を行い，中国赤十字社は10万人民元に相当する医薬品を寄付した（張［2012］p.106）。対エジ
プト援助を皮切りに，中国のアフリカ諸国に対する援助が始まり，1950年代後半にはアルジェリア，ギニ
ア，ガーナ，ソマリアなどへの資金協力または技術協力が相次いだ。
　しかし，この時期における中国の対外援助は，基本的に社会主義国を中心に行われており，アフリカ諸
国に対する援助はごく一部にとどまった。1950年から1960年までの期間，中国の対外援助総額は40億元を
３　中国ではかつて社会主義国を「兄弟国家」と呼び，中でも最友好国を「同志加兄弟」（社会主義国同志かつ兄弟のような
親密な関係）と位置付けた。「同志加兄弟」とされた国には，例えばベトナム，北朝鮮，アルバニア，キューバなどがある。
－68－
滕　　　　　鑑
機能に特化された反面，意思決定機能が弱体化されたということである。
３－２　外国援助
　1950年代に中国は，ソ連から多大な経済支援を受けた。1950 年にソ連政府と「中ソ友好同盟互助条約」（互
助協約）を締結し，ソ連から50項目のプロジェクト援助を受けることになった。さらに1952年に周恩来首
相が経済援助を要請するためソ連を訪問した後，1953年に中ソは，「ソ連政府が中国政府による中国国民
経済の発展を援助することに関する協定」（援助協定）を締結した。同援助協定では，ソ連が中国に対し
て141項目のプロジェクト援助を供与し，その対象分野は軍，鉄道，発電，鉄鋼，石炭，化学，トラック
工場，飛行機工場などに及んだ（図表７）。1954年にソ連はさらに15件の援助を追加し，これまでの援助
事業は合計156項目に上るプロジェクト（「一五六プロジェクト」と呼ばれる）協定として締結された２。
また，1950年から1955年まで，ソ連は中国に１〜２％の年間利子率，２〜 10年の返済期間で，56億ルー
ブル（約14億ドル）の融資を供与した。その融資が「一五六プロジェクト」に使われた（馬・孫［1993］p.2195）。
　それらの支援プロジェクトは，社会主義工業化を目標とする中国の「第一次五カ年計画」期における最
重点事業と位置付けられ，工場建設地の敷地調査，立地決定から，製品製造までの全工程においてソ連の
全面的な援助（指導，協力など）の下で進められた。例えば鞍山（遼寧省），武漢（湖北省），包頭（内モ
ンゴル）に大規模な鉄鋼工場，長春（吉林省）に第一自動車製造工場，蘭州（甘粛省）に大規模な石油精
錬化工場がいずれもこの頃におけるソ連の援助で建設されたのである。
　ソ連の経済援助のほか，東ドイツ，チェコスロバキア，ポーランド，ハンガリー，ルーマニア，ブルガ
リアなどの東欧社会主義諸国とも116件のプロジェクトに関する援助協定を締結した（汪［1998］p.235）。
　一方，中国は資金，技術の面でもソ連と東欧諸国から援助を受けていた。1950年から1955年まで中ソ両
国はソ連による中国への融資に関する協定を11件締結し，合計56億6000万ルーブル（53億6800人民元）の
融資を受けた。それらの融資は，ソ連からの機械・設備，軍事物資などに対する支払いに使われた。また，
1954年10月以後中国はソ連，東欧諸国と相次いで技術協力協定を締結した。ほかにも1959年までソ連，東
欧諸国からエネルギー，原材料，機械（民生と軍事）などの産業に関する4000項目の技術資料を得ている
２　余談だが実際に中ソ間の交渉で合意したのは154件のプロジェクトであったが，156件の援助計画が先に公表されたため，
「一五六プロジェクト」という名称のまま呼ばれている（薄［1991］p.297）。
図表７　1950年代におけるソ連の中国援助事業（協定ベース）
協定（時期） 内　容 案件数
互助条約（1950年） 工場の新築，改築 　50
坑井（新築，改築，以下同じ） 　　₈
総合製鉄工場 　　2
非鉄金属冶金工場 　　₃
石油精製工場 　　1
援助協定（1953年） 機械製造工場 　₃2
化学工場 　　7
火力発電所 　10
医薬生産工場 　　2
そのほか 　26
追加援助（1954年） 工場の設計，新築 　15
「156プロジェクト」計 156
追加援助（19₅₈⊖₅9年） 工場の新築支援，設備供与など 148
合　計 304
（資料）叢・張［1999］（pp.771⊖772）汪［1998」（p.235）に基づいて整理，作成。
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超えたが，そのうち社会主義国が８割を占めた（渡辺［2013］pp.30⊖31）。その背景にはこの時期に中国
大陸側の政権を政府として承認するアフリカの国がまだ少なかったことがある。また，社会主義国への援
助は軍事分野を中心とするのに対して，アフリカ諸国への援助は経済的，人道的援助を中心とすることと，
それらの国への援助は政治的条件を一切付けず，直接供与，直接輸入という形で行われることが特徴であっ
た（張［2016］pp.165⊖166）。
　1960年代に入ると，社会主義陣営での中ソ決裂や世界各地における民族自決の活発化を背景に，中国の
対外援助は，ソ連への接近を防ぐためにベトナム，ラオス，北朝鮮などアジアの社会主義諸国への支援へ
と向かった。例えば，1962年には，建設を終え稼働直前の邯鄲繊維工場（河南省）の第３工場と第５工場
を解体し，機械設備や原料などを丸ごと朝鮮に送ったほど腐心していた。
対アフリカ援助の拡大
　他方では，1960年代にアフリカ，ラテンアメリカ諸国を中心とする発展途上国（第三世界）にも援助の
力点を置くようになった。「アフリカの年」（Year of Africa）と呼ばれる1960年にはアフリカでフランス領
植民地を中心に17カ国が一斉に独立した。1964年にアフリカ歴訪中の周恩来首相は「対外援助八原則」を
発表し，被援助国の主権尊重，無条件，自力更生的発展などを唱えた４。対外援助八原則を発表後，中国
はアフリカへの援助を一層積極的に進めるようになった。
　1960年代後半以後の対アフリカ援助の対象は，軍事，経済，医療などの分野にわたる。「アフリカの年」
以後も西欧植民地からの民族自決が続き，「中国大陸と国交樹立・台湾と断交」するアフリカの国が増え
て，中国の軍事援助もアフリカの国々の独立解放運動と独立後の政権安定に向けるようになった。また，
経済援助については，援助の最重点対象国のタンザニアに対してインフラ整備を中心に行われた。例えば，
1970年に建設（調印）が決まったタンザニアとザンビア間を結ぶタンザン鉄道建設が知られている５。
　世界各国に「中国大陸と国交樹立・台湾と断交」を働き掛ける外交攻勢が大きく進展したが，1971年に
は「同志加兄弟」国のアルバニアをはじめアジア，アフリカを中心とする23カ国（共同提案国）が中国大
陸側の政権を国連に招請し，台湾側の政権を追放することを求める決議案（アルバニア決議案）を提出し，
賛成多数で採択された（賛成76，反対35，棄権17，欠席３）。中国の対外援助を中心とする外交努力は，
国連の議席回復が象徴するように国際社会への全面的な復帰へと繋がった。国連の議席回復後，中国大陸
側の政権と国交を樹立する国がさらに増加し，それが対外援助の呼び水となった。1979年にはアフリカだ
けで41カ国が新たに中国と国交を樹立し，68カ国が援助を受けるようになった（張［2016］p.169）。
対外援助の限界露呈
　イデオロギー重視，外交戦略の手段としての対外援助には相当な無理があった。例えば，1973年の１年
間だけで対外援助支出総額は国家予算の7.1％に相当する58億元に上った。特に1959年の大躍進政策の失
敗後に続いた３年間の自然災害の期間中（1959 〜 1961年）とその直後においても，財政難，食糧難で餓
死者を出すなかで対外援助を続けていた。ギニアに対して，1959年に1500トンのコメを援助し，1960年に
４　1964年１月にアジア・アフリカ14カ国を歴訪中の周恩来首相が発表した「対外援助八原則」を要約すると次のとおりである。
１平等互恵，２被援助国の主権尊重，無条件，３被援助国の負担軽減，４被援助国の独立自主，自力更生的な発展，５援助
プロジェクトの少額投資と早期収益，６製造可能な最高の国産設備と物資の供与，７被援助国が十分習得可能な技術の供与，
８派遣専門家（技術者）と被援助国の技術者との同等待遇（中国外交部・中共中央文献研究室［1990］pp.38₈⊖₃89）。
５　タンザニアとザンビア間を結ぶタンザン鉄道（中国で「坦賛鉄路」と呼ばれる）は中国が建設したものであり，中国の対
アフリカ援助，中国アフリカ友好のシンボル的な存在である。同プロジェクトに対する中国政府の投資額は４億5000万ドル
に達した（劉・黄［2013］p.19）。中国から派遣された約２万人の中国人労働者が，３万人以上の現地労働者とともに，1970
年から1976年まで６年がかりで同鉄道建設を行った。
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2250万ルーブルの無利子融資を供与した（張［2016］p.165）。ネパールに対しては，1960年に経済援助協
定を締結し，３年間で１億ルピーの無償援助を決定し，1962年から1966年にかけて350万ポンドの無償援
助を供与した（林・叶・韓［2001］pp.273⊖274）。また，文革期（1966 〜 1976年）における社会経済の大
混乱，大停滞のなか，逆に対外援助を拡大させた。1964年の「対外援助八原則」の発表後，アフリカへの
援助が急激に拡大したが，1965年から1969年まで中国の対アフリカ援助額は年間平均2000万ドルの規模を
維持し続けた（魏［2013］p.24）。この対アフリカ援助は1960年代後半における中国の年間平均貿易黒字（１億
9400万ドル）の１割以上を占めるほど大規模なものであった。1970年から1975年までの５年間で対アフリ
カ援助額は，319万ドルに達したが，それは1961年から1969年までの８年間の6.9倍に相当する規模であっ
た（張［2012］p.137）。
　しかし，文革期における一人当たりGDPは，222 〜 327元（約83 〜 166ドル）しかなかった６。貧困国で
ありながら相当な無理をした巨額の援助は，中国の経済発展と国民生活を圧迫したため，1975年に援助規
模の見直しを余儀なくされた。見直しの内容は，財政支出に占める援助額の比率を第四次五カ年計画期
（1970 〜 1975年）の平均6.3％から第五次五カ年計画期（1976 〜 1980年）の５％以内に削減すること，援
助規模を第四次五カ年計画期の水準（５億元）に抑える（張［2012］p.137）。援助方式は1975年から従来
の一方的経済援助から相互貿易によるプラント供与へ転換することなどであった。1977年には，財政支出
に占める援助額の比率は，さらに４％へと下げられた（張［2016］p.170）。
４　国際旅行
　1949年10月１日に建国が宣言されてからわずか50日後，新中国初の旅行社として厦门華僑服務社が設立
された。従業員はたった４人しかおらず，国内の外国人居住者，海外の華僑（中国人居住者），華人（中
国系外国籍取得者），外国人を対象に旅行サービスを提供するのが主要な業務であった。建国後の復興期
を経て，政治，経済情勢の安定化と外交活動の活発化が進むにつれて，1954年４月に政府は，招聘する外
国人訪問者を対象に外事接待を行うために，「中国国際旅行社」（「国際旅行社」と略す）を設立した。そ
の後，国際旅行社は，上海市，西安市，桂林市など12の主要な都市に支社を展開し，1956年から1957年ま
での間，旧ソ連，東欧諸国の一部，モンゴル，及び西側の23カ国の旅行業者と提携関係を結んだ。その後
1958年１月に政府は「外国人の自費来華者の接待と国際旅行業務の強化に関する通知」（通達）を出して
少数の外国人個人旅行者の入国を認めたため，国際旅行社は業務範囲を次第に拡大させた。
　他方，1957年には，香港，マカオ，台湾の中国人（香港・マカオと台湾の同胞）と海外の華僑，華人を
対象に，「中国華僑旅行服務総社」（「華僑旅行社」と略す）が設立された。中国では，今もそうであるように，
台湾海峡を挟む香港，マカオと台湾の３地域（中華圏３地域，または「両岸三地」と呼ばれる）が「海外」
と捉えられ，その中華圏３地域と中国本土の間の旅行を海外旅行として扱っている。中国返還前の香港は
イギリス領，マカオはポルトガル領であり，台湾はいわゆる「中華民国」の実行支配下に置かれ，中国本
土とは政治体制，司法制度，経済制度などが異なるため，両岸三地の住民が本土を訪問する際には，査証
や通関などの手続きが必要である。1957年に設立した華僑旅行社の業務は，この両岸三地の住民，及びほ
かの海外の華僑，華人の里帰り，親族訪問を兼ねた中国本土旅行に係る事項を取り扱うことであった。
　1964年には，国際旅行社が「中国旅行遊覧事業管理局」（「旅行管理局」と略す）へと再編された。この
ように，旅行管理局と華僑旅行社による共同運営・管理体制が形成され，社会主義計画経済時代における
６　文革期における一人当たりGDPは1968年に最低値が222元（約83ドル，１ドル＝2.6790元）で，1975年に最高値が327元（約
166ドル，１ドル＝1.9688元）である（SSBC・ Hitotsubashi University［1997］）。
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超えたが，そのうち社会主義国が８割を占めた（渡辺［2013］pp.30⊖31）。その背景にはこの時期に中国
大陸側の政権を政府として承認するアフリカの国がまだ少なかったことがある。また，社会主義国への援
助は軍事分野を中心とするのに対して，アフリカ諸国への援助は経済的，人道的援助を中心とすることと，
それらの国への援助は政治的条件を一切付けず，直接供与，直接輸入という形で行われることが特徴であっ
た（張［2016］pp.165⊖166）。
　1960年代に入ると，社会主義陣営での中ソ決裂や世界各地における民族自決の活発化を背景に，中国の
対外援助は，ソ連への接近を防ぐためにベトナム，ラオス，北朝鮮などアジアの社会主義諸国への支援へ
と向かった。例えば，1962年には，建設を終え稼働直前の邯鄲繊維工場（河南省）の第３工場と第５工場
を解体し，機械設備や原料などを丸ごと朝鮮に送ったほど腐心していた。
対アフリカ援助の拡大
　他方では，1960年代にアフリカ，ラテンアメリカ諸国を中心とする発展途上国（第三世界）にも援助の
力点を置くようになった。「アフリカの年」（Year of Africa）と呼ばれる1960年にはアフリカでフランス領
植民地を中心に17カ国が一斉に独立した。1964年にアフリカ歴訪中の周恩来首相は「対外援助八原則」を
発表し，被援助国の主権尊重，無条件，自力更生的発展などを唱えた４。対外援助八原則を発表後，中国
はアフリカへの援助を一層積極的に進めるようになった。
　1960年代後半以後の対アフリカ援助の対象は，軍事，経済，医療などの分野にわたる。「アフリカの年」
以後も西欧植民地からの民族自決が続き，「中国大陸と国交樹立・台湾と断交」するアフリカの国が増え
て，中国の軍事援助もアフリカの国々の独立解放運動と独立後の政権安定に向けるようになった。また，
経済援助については，援助の最重点対象国のタンザニアに対してインフラ整備を中心に行われた。例えば，
1970年に建設（調印）が決まったタンザニアとザンビア間を結ぶタンザン鉄道建設が知られている５。
　世界各国に「中国大陸と国交樹立・台湾と断交」を働き掛ける外交攻勢が大きく進展したが，1971年に
は「同志加兄弟」国のアルバニアをはじめアジア，アフリカを中心とする23カ国（共同提案国）が中国大
陸側の政権を国連に招請し，台湾側の政権を追放することを求める決議案（アルバニア決議案）を提出し，
賛成多数で採択された（賛成76，反対35，棄権17，欠席３）。中国の対外援助を中心とする外交努力は，
国連の議席回復が象徴するように国際社会への全面的な復帰へと繋がった。国連の議席回復後，中国大陸
側の政権と国交を樹立する国がさらに増加し，それが対外援助の呼び水となった。1979年にはアフリカだ
けで41カ国が新たに中国と国交を樹立し，68カ国が援助を受けるようになった（張［2016］p.169）。
対外援助の限界露呈
　イデオロギー重視，外交戦略の手段としての対外援助には相当な無理があった。例えば，1973年の１年
間だけで対外援助支出総額は国家予算の7.1％に相当する58億元に上った。特に1959年の大躍進政策の失
敗後に続いた３年間の自然災害の期間中（1959 〜 1961年）とその直後においても，財政難，食糧難で餓
死者を出すなかで対外援助を続けていた。ギニアに対して，1959年に1500トンのコメを援助し，1960年に
４　1964年１月にアジア・アフリカ14カ国を歴訪中の周恩来首相が発表した「対外援助八原則」を要約すると次のとおりである。
１平等互恵，２被援助国の主権尊重，無条件，３被援助国の負担軽減，４被援助国の独立自主，自力更生的な発展，５援助
プロジェクトの少額投資と早期収益，６製造可能な最高の国産設備と物資の供与，７被援助国が十分習得可能な技術の供与，
８派遣専門家（技術者）と被援助国の技術者との同等待遇（中国外交部・中共中央文献研究室［1990］pp.38₈⊖₃89）。
５　タンザニアとザンビア間を結ぶタンザン鉄道（中国で「坦賛鉄路」と呼ばれる）は中国が建設したものであり，中国の対
アフリカ援助，中国アフリカ友好のシンボル的な存在である。同プロジェクトに対する中国政府の投資額は４億5000万ドル
に達した（劉・黄［2013］p.19）。中国から派遣された約２万人の中国人労働者が，３万人以上の現地労働者とともに，1970
年から1976年まで６年がかりで同鉄道建設を行った。
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旅行業の監督，指導を展開していた。しかし，文化大革命の期間（1966 〜 1976年）に封建的，資本主義
的文化を一掃し，新しい社会主義的文化を創り出そうという名の下，多くの名所旧跡が破壊，閉鎖される
が，旅行行政や旅行業も難を免れなかった。それらの復活は文革後期の政治，経済情勢の安定を待たなけ
ればならなかった。
　建国後から1970年代までの長い期間，国際旅行に関しては，政治，外交活動のための外事接待を中心に，
海外旅行者の受け入れ（インバウンド）が行われた。その国際旅行に関わる諸事務は外交部（外務省）の
管轄下にあり，国際旅行の業務は旅行管理局と華僑旅行社の二つの行政機関が担当し，それらの傘下にあ
る旅行支社を通じて遂行されていた。閉鎖経済下の国際旅行管理体制では，政治的，外交的目的のため，
公費招聘や赤字覚悟での外事接待が多く行われた（王［2008］p.74）。また，海外の旅行者の受け入れも
認めるとはいえ，実は政治優先，損益不問の原則に基づき厳しい入国審査を行っていた。1978年の受け入
れ海外旅行者数は180万9200人（中国国家統計局［1984］）であり，それ以前のデータが公表されていない
ため比較できないが，２年後の1980年に比べて３分の１に過ぎなかった。
５　閉鎖経済における対外経済の特徴と問題
５－１　特徴
　本稿で見てきたように，中国は閉鎖経済において自力更生政策方針を掲げ，独自の対外関係を展開して
いたが，その特徴を整理すると次のとおりである。
　第１に，閉鎖経済における対外経済は，国内の社会主義計画経済体制の確立とともにイデオロギー重視
の対外関係の下で展開することである。そして，外交戦略として二つの軸が存在していた。一つは1950年
代には中米対決，ソ連一辺倒，1960年代には米ソとの対立という国際的な孤立からの脱却，1970年代に中
ソ対決，中米接近が見られたように，時期，情勢により変幻自在に展開する軸と，もう一つは，「中国大
陸と国交樹立・台湾と断交」させるという首尾一貫した軸である。前者はイデオロギー・安全保障に，後
者は国際的な孤立からの脱却とプレゼンスの向上にそれぞれ外交戦略の課題を置いた。それらの外交戦略
の諸課題に応じるべく，対外経済の力点が社会主義国中心から，アジア，アフリカなどの第三世界，そし
て，資本主義国へと転換されていった。
　第２に，貿易は，まず国家により独占，規制された管理貿易であったこと，次に，貿易の成長は国内経
済や国際情勢の激動に影響されて大きく変動していることである。貿易規模は相対的に小さく，貿易依存
度も低かった。そして1950年代前半と1970年代半ば前後の二つの時期に貿易収支がソ連，西側からのそれ
ぞれ大規模なプラント輸入を背景に赤字になったが，ほかの時期には黒字基調であった。さらに，貿易構
造を製品別に見れば，農・副産品など一次産品を輸出し，投資財を中心に輸入しており，貿易相手国別に
見れば，社会主義諸国中心から資本主義諸国への転換が挙げられる。
　第３に，国際援助では，まず，1950年代に，ソ連中心の外国援助を受けると同時に，近隣社会主義国を
中心に対外援助も行った。1960年以後中ソ決裂で外国援助は途絶するが対外援助は引き続き行っていた。
次に，中国自身が貧困国でありながら対外援助を続けたのは，自国の安全保障（朝鮮戦争，ベトナム戦争），
イデオロギー重視（アジア，アフリカの反植民地，民族解放と独立運動）と国際的孤立からの脱却（国交
樹立国の獲得）という外交戦略上の目的があったからである。そして，援助の対象国・地域は近隣社会主
義諸国中心から発展途上国（第三世界），特にアフリカ諸国へと拡大し，援助事業は，軍事物資から，経済，
人道的分野へと転換した。最後に，閉鎖経済においては基本的に外国による直接投資を受け入れず，1960
年代以後ソ連からの融資も打ち切られたため，外国資本は中国本土から消え去った。
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　第４に，閉鎖経済時代の国際旅行は，両岸三地の中国人，海外の華僑，外国人の受け入れ（インバウンド）
を中心とするものであった。受け入れの目的はイデオロギ ・ー外交に基づいた外事接待中心から外貨獲得，
産業経済化へと転換していった。受け入れの対象は，海外の華人・華僑，社会主義国の旅行者中心から資
本主義諸国へと拡大した。他方，公務以外の目的での国民の出国（アウトバウンド）は禁止されていた。
５－２　問題点
　建国後から1970年代までの対外経済について次の問題を指摘しておきたい。
　第１に，社会主義計画経済における対外経済の特徴はイデオロギー重視を貫き，外交戦略に基づいてい
ることである。冷戦構造下での過酷な国際環境と国内における極左的なイデオロギーに大きく左右された
対外経済活動には，当然ながら経済的合理性，効率性の観点が著しく欠けていた。
　第２に，貿易は，国家により独占的に管理，制限されていたため，国内外の市場需給に対応できずに硬
直化していた。また，国際分業を軽視し自力更生を執拗なまでに強調したことにより，生産が不得意な財
を無理に生産するという資源配分の非効率性をもたらした。さらに，輸出優先原則の下で，経済発展と国
民生活にとって「重大でない（一般消費品と無関係な消費品）」と決めつけられた消費財が外貨を稼ぐた
め輸出に回された結果，国内市場では生活必需品の不足が深刻化し，国民は長期にわたって窮乏生活を強
いられていた。
　第３に，対外援助については，そもそもイデオロギーという前提条件の下で行われたが，それは「無条
件供与」という原則との間に矛盾が生じていた。そのため，あくまでイデオロギーに合致したうえでの無
条件供与に過ぎないと言える。また，中国の援助に安易に依存した被援助国も存在したが，それは「自力
更生支援」の原則と相容れない。さらに，政治的利益を追求する対外援助は，中国内の経済発展，国民生
活を犠牲にしたうえで成り立つものであった。特に大躍進・３年連続の自然災害，文革のような疲弊を極
めた時期では対外援助が逆に強化されていた。
　第４に，社会主義計画経済時代の閉鎖経済において，貯蓄・資本が深刻に不足しているにもかかわらず，
外国からの直接投資を受け入れないうえ，1960年代以後対外借款を含めて外国援助を一切拒否した。マク
ロ経済では国内の貯蓄不足（投資を下回る）が発生する場合，外国資本で埋め合わせれば経済成長を図る
ことが可能であり，また雇用創出と技術移転，輸入代替，さらに輸出促進などの効果も期待できる。しか
し，閉鎖経済では外国資本によるそれらの経済的恩恵を享受することができなった。
　最後に，公務以外の出国禁止は，基本的に国民の移動の自由を侵害する人権問題であるが，一般に海外
旅行に関して，国民が世界の多様な文化，価値観などを見聞し，それにより獲得した知見がスピルオーバー
効果を通して自国の社会経済の発展に寄与するとされる。しかし，閉鎖的な社会主義計画経済時代，国民
は外国に行くことができないので，官製メディアの宣伝以外に世界を知る方法はなかった。
むすび
　社会主義計画経済時代の中国は閉鎖経済の状態に置かれており，対外経済の盛衰は国際環境や自らの外
交戦略に大きく左右されていた。国内の経済建設と対外関係の基本方針は自力更生であり，戦後冷戦構造
のうえ，アメリカの対中封鎖，中ソ対立などによる国際的孤立（国際的要因）と，社会主義計画経済体制，
分業否定，権力闘争など（国内的要因）は，その政策形成の基本与件であった。
　閉鎖経済と自力更生政策の下で，独自の社会経済システムが形成され，独自の対外経済が細々と展開さ
れた。その結果，中国経済は世界経済とかけ離れ，立ち遅れることになり，先進国はもちろんのこと，ア
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旅行業の監督，指導を展開していた。しかし，文化大革命の期間（1966 〜 1976年）に封建的，資本主義
的文化を一掃し，新しい社会主義的文化を創り出そうという名の下，多くの名所旧跡が破壊，閉鎖される
が，旅行行政や旅行業も難を免れなかった。それらの復活は文革後期の政治，経済情勢の安定を待たなけ
ればならなかった。
　建国後から1970年代までの長い期間，国際旅行に関しては，政治，外交活動のための外事接待を中心に，
海外旅行者の受け入れ（インバウンド）が行われた。その国際旅行に関わる諸事務は外交部（外務省）の
管轄下にあり，国際旅行の業務は旅行管理局と華僑旅行社の二つの行政機関が担当し，それらの傘下にあ
る旅行支社を通じて遂行されていた。閉鎖経済下の国際旅行管理体制では，政治的，外交的目的のため，
公費招聘や赤字覚悟での外事接待が多く行われた（王［2008］p.74）。また，海外の旅行者の受け入れも
認めるとはいえ，実は政治優先，損益不問の原則に基づき厳しい入国審査を行っていた。1978年の受け入
れ海外旅行者数は180万9200人（中国国家統計局［1984］）であり，それ以前のデータが公表されていない
ため比較できないが，２年後の1980年に比べて３分の１に過ぎなかった。
５　閉鎖経済における対外経済の特徴と問題
５－１　特徴
　本稿で見てきたように，中国は閉鎖経済において自力更生政策方針を掲げ，独自の対外関係を展開して
いたが，その特徴を整理すると次のとおりである。
　第１に，閉鎖経済における対外経済は，国内の社会主義計画経済体制の確立とともにイデオロギー重視
の対外関係の下で展開することである。そして，外交戦略として二つの軸が存在していた。一つは1950年
代には中米対決，ソ連一辺倒，1960年代には米ソとの対立という国際的な孤立からの脱却，1970年代に中
ソ対決，中米接近が見られたように，時期，情勢により変幻自在に展開する軸と，もう一つは，「中国大
陸と国交樹立・台湾と断交」させるという首尾一貫した軸である。前者はイデオロギー・安全保障に，後
者は国際的な孤立からの脱却とプレゼンスの向上にそれぞれ外交戦略の課題を置いた。それらの外交戦略
の諸課題に応じるべく，対外経済の力点が社会主義国中心から，アジア，アフリカなどの第三世界，そし
て，資本主義国へと転換されていった。
　第２に，貿易は，まず国家により独占，規制された管理貿易であったこと，次に，貿易の成長は国内経
済や国際情勢の激動に影響されて大きく変動していることである。貿易規模は相対的に小さく，貿易依存
度も低かった。そして1950年代前半と1970年代半ば前後の二つの時期に貿易収支がソ連，西側からのそれ
ぞれ大規模なプラント輸入を背景に赤字になったが，ほかの時期には黒字基調であった。さらに，貿易構
造を製品別に見れば，農・副産品など一次産品を輸出し，投資財を中心に輸入しており，貿易相手国別に
見れば，社会主義諸国中心から資本主義諸国への転換が挙げられる。
　第３に，国際援助では，まず，1950年代に，ソ連中心の外国援助を受けると同時に，近隣社会主義国を
中心に対外援助も行った。1960年以後中ソ決裂で外国援助は途絶するが対外援助は引き続き行っていた。
次に，中国自身が貧困国でありながら対外援助を続けたのは，自国の安全保障（朝鮮戦争，ベトナム戦争），
イデオロギー重視（アジア，アフリカの反植民地，民族解放と独立運動）と国際的孤立からの脱却（国交
樹立国の獲得）という外交戦略上の目的があったからである。そして，援助の対象国・地域は近隣社会主
義諸国中心から発展途上国（第三世界），特にアフリカ諸国へと拡大し，援助事業は，軍事物資から，経済，
人道的分野へと転換した。最後に，閉鎖経済においては基本的に外国による直接投資を受け入れず，1960
年代以後ソ連からの融資も打ち切られたため，外国資本は中国本土から消え去った。
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ジアの近隣諸国の後塵を拝することになった。さらに，思想・言論統制，政府系メディアにより形成され
た世論空間のなかで，海外旅行も制限された国民は，中国以外の世界が理解できない「井の中の蛙」状態
であった。本稿を書き終えてふと思ったのは，冒頭で見たような北長街の住民が外国人の「無断撮影」に
怒るのも無理はない，ということである。だが，その騒動からわずか２年後，その場所からほど近い人民
大会堂で政府自らが対外開放の幕を開けることなど，憤慨した住民には知る由もなかった。
参　考　文　献
（中国語文献はピンイン＝ローマ字表記順）
白雲眞・羅文静［2016］「党政部門与中国対外援助」，白雲真・羅文静・江涛編『中国対外援助的支柱与戦略』，時事出版社。
薄一波［1991］『若干重大決策与事件的回顧（上）』，中共中央党校出版社。
Brautigam, Deborah （2009）, The Dragon’s Gift: The Real Story of China in Africa. Oxford: Oxford University Press.
橋田坦［1994］「中国の対外経済開放と外資及び技術導入：その歴史的背景とインパクト」『東北大学大学院国際文化研究科論集』，
No.2。
菊如［1955］「我国国内商業的発展情況及其在建設中所起的作用」，『経済資料匯集』（第１号），蘇星・楊秋宝編［2000］『新中
国経済史資料選編』，中共中央党校出版社。
林良光・叶正佳・韓華［2001］『当代中国与南亜国家関係』，社会科学文献出版社。
馬洪・孫尚清編［1993］『現代中国経済大辞典』，中国財政経済出版社。
毛沢東［1945a］「必須学会作経済工作（1945年１月10日）」，中国共産党中央委員会毛沢東選集出版委員会編集（1951年）『毛沢
東選集』（第３巻），外文出版社（1968年初版を電子化）。
毛沢東［1945b］「抗日戦争後的時局和我們的方針（1945年８月13日）」，中国共産党中央委員会毛沢東選集出版委員会編集（1951
年）『毛沢東選集』（第４巻），外文出版社（1968年初版を電子化）。
毛沢東［1958］「独立自主地搞建設」（1958年６月17日），中国共産党中央委員会文献研究室编［1999］『毛沢東文集』，第７巻，
人民出版社。
彭敏編［1989］『当代中国的基本建設（上）』，中国社会科学出版社。
State Statistical Bureau of the People’s Republic of China, and Institute of Economic Research, Hitotsubashi University （SSBC・
Hitotsubashi University）. ［1997］, The Historical National Accounts of the People’s Republic of China, 1952⊖1995, Institute of Economic 
Research, Hitotsubashi University.
渡辺紫乃［2013］「対外援助の概念と援助理念―その歴史的背景」，下村恭民・大橋英夫・日本国際問題研究所編『中国の対外援助』，
日本経済評論社。
汪海波［1994］『新中国工業経済史（1949⊖1957）』，経済管理出版社。
魏雪梅［2013］『冷戦後中米対非洲援助比較研究』，中国社会科学出版社。
席宜・金春明［1996］『「文化大革命」簡史』，中共党史出版社（鐙屋一・岸田五郎・岸田登美子・平岩一雄・伏見茂訳［1998］『「文
化大革命」簡史』，中央公論社）。
山下睦男［1981］「中国の独立自主・自力更生政策と日中貿易」『第一経大論集』，第11巻第１号。
叢樹海・張桁編［1999］『新中国経済発展史1949⊖1988（上）』，上海財経大学出版社。
張郁慧［2012］『中国対外援助研究（1950－2010）』，九州出版社。
張雲雷［2016］「中国対非洲的援助」白雲真・羅文静・江涛編『中国対外援助的支柱与戦略』，時事出版社。
張鵬［2016］「教研機構与中国対外援助」白雲真・羅文静・江涛編『中国対外援助的支柱与戦略』，時事出版社。
中共中央文献編集委員会［1993］『鄧小平文選』（第３巻），人民出版社。
中国国務院報道弁公室［2011］『中国的対外援助』，外文出版社（「2011版中国の対外援助白書」，中国網Japanese. CHINA. ORG. 
CN）。
中国国家統計局［1960］「我国的対外貿易」，蘇星・楊秋宝編［2000］『新中国経済史資料選編』，中共中央党校出版社。
中国外交部・中共中央文献研究室［1990］『周恩来外交文選』，中央文献出版社。
